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（出所）Republic of Kenya 2010. 2009 Kenya Population and 




























By World Economic Forum from Cologny, Switzerland [CC BY-






























































































区画定委員会 4」（ Independent Electoral and 
Boundaries Committee: IEBC。2011年に新設。以
下、選管）の本部に届き始めた。（つづく）■ 
［注］ 
1. 本稿執筆にあたっては、主要現地紙のDaily Nation、
East African、Standard、Starおよび、独立選挙管理・
選挙区画定委員会サイト（https://www.iebc.or.ke）、ケ
ニア司法ポータルサイト（http://www.kenyalaw.org）、
ケニア司法省（http://www.judiciary.go.ke）を参照した。
紙幅の都合により、本文中での引用を除いて記事の詳
細については省略する。 
2. 現在、下院議員選挙では全国を 290に分けた選挙区
で、それぞれ最大票を得た 1 名が選出される。上院議
員選挙では全国を 47 に分けたカウンティという行政
単位でやはり最大票を得た 1 名ずつが選出される。こ
のほか下院には女性代表枠があり、各カウンティで最
大票を得た 1 名ずつが選出される。同日選ではこれに
加えて、カウンティ知事選挙（各カウンティで 1 名ず
つ）、地方議会議員選挙（カウンティをさらに細分した
行政単位で 1 名ずつ）が行われる。投票所では有権者
が色分けされた投票用紙 6 種類をうけとり、手書きで
チェックしたあと、やはり色分けされた透明な投票箱
に入れる方式で投票する。上院、下院女性代表枠、カウ
ンティはすべて 2010 年に採用された新憲法で新設さ
れたものであり、比較的新しい制度である。 
3. ケニアは、2010年制定の新憲法で、それまで長くつ
づいた州県制を廃止し、カウンティからなる地方分権
制に移行した。州県制時代の州名を地図で示したので
参照されたい。 
4. 2007/08 年の国内紛争の反省にたって刷新された選
挙管理委員会であり、紛争のきっかけとなった 2007年
大統領選挙を司った選挙管理委員会とは別組織である。
2010 年に制定された新憲法に明記され、2011 年に発
足したが、2013年大統領選挙の集計過程で再び混乱が
おきた。2017年国政選挙にあたってメンバーの刷新を
求める野党側の強い抗議を受け、2016年に委員長以下
全コミッショナーの入れ替えが行われ、現在に至る。 
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